
  

 

 

令０３原機（科保）０４２ 

令 和 ３ 年 ８ 月 ６ 日 

 

 

原子力規制委員会 殿 

 

茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765番地１ 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

理事長  児玉 敏雄 

      （公印省略） 

 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所 

ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）施設に係る 

廃止措置計画認可申請書の一部補正について 

 

 

 令和３年３月３１日付け令０２原機（科保）１５６をもって申請した国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）

施設に係る廃止措置計画認可申請書について、別紙のとおり一部補正いたします。 

 



 
 

別紙 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）施設に係る 

廃止措置計画認可申請書の一部補正 

新旧対照表 

 

 

 

 

令和３年８月 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 
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  補 正 前 補 正 後 備 考 

別紙 

 

 

 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 

ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）施設に係る 

廃止措置計画 

 

 

 

 

 

令和３年３月 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 
 

 

 

 

別紙 

 

 

 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 

ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）施設に係る 

廃止措置計画 

 

 

 

 

 

令和３年３月 

令和３年８月一部補正 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補正に伴う追記 
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  補 正 前 補 正 後 備 考 
一 氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名（省略） 

 

二 工場又は事業所の名称及び所在地（省略） 

 

三 試験研究用等原子炉の名称（省略） 

 

四 廃止措置対象施設及びその敷地 

１．廃止措置対象施設 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）の原子力科学研究所で

は、｢核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律｣（昭和32年法律第166号。以下 

｢原子炉等規制法｣ という。）に基づき許可（令和２年８月21日付け原規規発第2008214号）を受

けた原子炉設置変更許可申請書に記載しているとおり、複数の原子炉施設（ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－

４、ＮＳＲＲ等）の設置許可を受けている。 

本廃止措置計画により廃止措置を申請する原子炉施設は、昭和40年10月27日に原子炉等規

制法第27条第１項に基づく原子炉施設の設計及び工事の方法の認可を受けて原子炉施設を設

置したＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）（以下「ＦＣＡ」という。）施設である。ＦＣＡ施設における原子

炉設置変更許可の経緯を表４－１に示す。 

ＦＣＡ施設は、炉室建家（炉室）、附属建家（燃料取扱室、燃料貯蔵庫、セミホット実験室、制

御室、汚染検査室、汚染除去室、測定室、研究室等）、機械室、ＤＰタンク室、排風機室、アルゴ

ンタンク室及び排気筒、並びにこれらの建家内外に設置されている全ての施設・設備に加えて、

原子力科学研究所の原子炉施設の共通施設である放射性廃棄物の廃棄施設の放射性廃棄物

処理場（以下「放射性廃棄物処理場」という。）、並びに放射線管理施設の屋外管理用の主要な

設備のうちモニタリングポスト、モニタリングステーション装置、中央監視装置及び環境放射線観

測車によって構成されている。ＦＣＡ施設の廃止措置対象施設を表４－２に示す。 

これらのうち解体対象施設は、炉室建家、附属建家、機械室、ＤＰタンク室、排風機室及びア

ルゴンタンク室の建家内外に設置されている施設・設備である。建家については、施設・設備を

解体撤去し、管理区域解除を実施するが、建家の解体は実施せずに一般施設として管理する。

なお、管理区域を有する施設は、炉室、燃料取扱室、燃料貯蔵庫、セミホット実験室、汚染検査

室、汚染除去室及び測定室である。 

放射性廃棄物処理場、放射線管理施設の屋外管理用の主要な設備のうちモニタリングポス

ト、モニタリングステーション装置、中央監視装置及び環境放射線観測車は、原子力科学研究所

の原子炉施設の共通施設であることから、廃止措置終了後にＦＣＡ施設としての許可はその効力

を失うが、他の原子炉施設の共通施設として引き続き使用するため、解体対象施設とはしない。 

ＦＣＡ施設の鳥瞰図を図４－１に、解体対象施設を図４－２に、管理区域の範囲を図４－３に示

す。 

ＦＣＡ施設は、高速炉に関する炉物理的基礎データ及び実験炉と原型炉や将来の実用炉の

ための設計データ並びに制御安全性に関するデータを実験的に求める目的として建設され、

1967年（昭和42年）４月29日に20％濃縮ウラン燃料を使用した炉心で初臨界に達した後、2011

年３月まで運転を行った。その間の全運転時間は29,160時間21分であり、総積算出力は

172,015Whとなった。 

 

２．廃止措置対象施設の敷地（省略） 

 

３．廃止措置の基本方針（省略） 

 

４．廃止措置計画の概要（省略） 

 

一 氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名（変更なし） 

 

二 工場又は事業所の名称及び所在地（変更なし） 

 

三 試験研究用等原子炉の名称（変更なし） 

 

四 廃止措置対象施設及びその敷地 

１．廃止措置対象施設 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）の原子力科学研究所で

は、｢核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律｣（昭和32年法律第166号。以下 

｢原子炉等規制法｣ という。）に基づき許可（令和２年８月21日付け原規規発第2008214号）を受

けた原子炉設置変更許可申請書に記載しているとおり、複数の原子炉施設（ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－

４、ＮＳＲＲ等）の設置許可を受けている。 

本廃止措置計画により廃止措置を申請する原子炉施設は、昭和43年９月18日付け43原研05

第50号をもって原子炉の設置に関する書類を提出し、原子炉等規制法第23条第１項の許可を

受けたとみなされたＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）（以下「ＦＣＡ」という。）施設である。ＦＣＡ施設

における原子炉設置変更許可の経緯を表４－１に示す。 

ＦＣＡ施設は、炉室建家（炉室）、附属建家（燃料取扱室、燃料貯蔵庫、セミホット実験室、制

御室、汚染検査室、汚染除去室、測定室、研究室等）、機械室、ＤＰタンク室、排風機室、アルゴ

ンタンク室及び排気筒、並びにこれらの建家内外に設置されている全ての施設・設備に加えて、

原子力科学研究所の原子炉施設の共通施設である放射性廃棄物の廃棄施設の放射性廃棄物

処理場（以下「放射性廃棄物処理場」という。）、並びに放射線管理施設の屋外管理用の主要な

設備のうちモニタリングポスト、モニタリングステーション装置、中央監視装置及び環境放射線観

測車によって構成されている。ＦＣＡ施設の廃止措置対象施設を表４－２に示す。 

これらのうち解体対象施設は、炉室建家、附属建家、機械室、ＤＰタンク室、排風機室及びア

ルゴンタンク室の建家内外に設置されている施設・設備である。建家については、施設・設備を

解体撤去し、管理区域解除を実施するが、建家の解体は実施せずに一般施設として管理する。

なお、管理区域を有する施設は、炉室、燃料取扱室、燃料貯蔵庫、セミホット実験室、汚染検査

室、汚染除去室及び測定室である。 

放射性廃棄物処理場、放射線管理施設の屋外管理用の主要な設備のうちモニタリングポス

ト、モニタリングステーション装置、中央監視装置及び環境放射線観測車は、原子力科学研究所

の原子炉施設の共通施設であることから、廃止措置終了後にＦＣＡ施設としての許可はその効力

を失うが、他の原子炉施設の共通施設として引き続き使用するため、解体対象施設とはしない。 

ＦＣＡ施設の鳥瞰図を図４－１に、解体対象施設を図４－２に、管理区域の範囲を図４－３に示

す。 

ＦＣＡ施設は、高速炉に関する炉物理的基礎データ及び実験炉と原型炉や将来の実用炉の

ための設計データ並びに制御安全性に関するデータを実験的に求める目的として建設され、

1967年（昭和42年）４月29日に20％濃縮ウラン燃料を使用した炉心で初臨界に達した後、2011

年３月まで運転を行った。その間の全運転時間は29,160時間21分であり、総積算出力は

172,015Whとなった。 

 

２．廃止措置対象施設の敷地（変更なし） 

 

３．廃止措置の基本方針（変更なし） 

 

４．廃止措置計画の概要（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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  補 正 前 補 正 後 備 考 
五 解体の対象となる施設及びその解体の方法（省略） 

 

六 性能維持施設 

１．廃止措置期間中の原子炉施設の維持管理 

廃止措置期間中に性能を維持すべき試験研究用等原子炉施設（以下「性能維持施設」とい

う。）については、原子炉施設外への放射性物質の放出抑制、放射性廃棄物の処理処分及び放

射線業務従事者が受ける放射線被ばくの低減といった観点から決定し、保安規定に基づき、廃

止措置の各過程に応じて要求される性能を維持することとする。 

 

 

七 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間 

 

 

 

性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間を

表７－１に示す。 

原子力科学研究所の原子炉施設の共通施設である放射性廃棄物処理場、並びに放射線管

理施設の屋外管理用の主要な設備のうち、モニタリングポスト、モニタリングステーション装置、中

央監視装置及び環境放射線観測車は、廃止措置中維持管理し、ＦＣＡ施設の廃止措置終了後

も他の原子炉施設の共通施設として維持管理する。 

また、解体撤去工事を実施するに当たって、専ら廃止措置のために使用する施設又は設備を

導入する場合においては、当該施設又は設備の設計及び工事の方法に関することを、解体撤

去工事に着手するまでに、本廃止措置計画の変更認可申請を行うことにより示すこととする。 

 

 

五 解体の対象となる施設及びその解体の方法（変更なし） 

 

六 性能維持施設 

１．廃止措置期間中の原子炉施設の維持管理 

廃止措置期間中に性能を維持すべき試験研究用等原子炉施設（以下「性能維持施設」とい

う。）については、原子炉施設外への放射性物質の放出抑制、放射性廃棄物の処理処分及び

放射線業務従事者が受ける放射線被ばくの低減といった観点から決定し、保安規定に基づき、

廃止措置の各過程に応じて要求される性能を維持することとする。性能維持施設の位置、構造

及び設備を、次章の表７－１にその性能並びにその性能を維持すべき期間と併せて示す。 

 

七 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間 

１．性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間 

FCA施設の廃止措置期間中における原子炉施設としての安全性を確保するため、一部の機

器・設備の性能を維持し、適切に管理する。 

施設区分ごとの性能維持施設を以下に示す。廃止措置期間中の性能維持施設の位置、構造

及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間を表７－１に示す。 

原子力科学研究所の原子炉施設の共通施設である放射性廃棄物処理場、並びに放射線管

理施設の屋外管理用の主要な設備のうち、モニタリングポスト、モニタリングステーション装置、中

央監視装置及び環境放射線観測車は、廃止措置中維持管理し、ＦＣＡ施設の廃止措置終了後

も他の原子炉施設の共通施設として維持管理する。 

また、解体撤去工事を実施するに当たって、専ら廃止措置のために使用する施設又は設備を

導入する場合においては、当該施設又は設備の設計及び工事の方法に関することを、解体撤

去工事に着手するまでに、本廃止措置計画の変更認可申請を行うことにより示すこととする。 

 

1.1 原子炉本体 

原子炉本体は、炉心から全ての使用済燃料が取出し済みであるため、維持すべき施設・設備

に該当しない。 

 

1.2 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設は、未臨界を維持し燃料を安全に貯蔵するために必要

である。したがって、表７－１に示すとおり、燃料貯蔵庫、濃縮ウラン収納容器（低濃縮ウラン）及

び燃料貯蔵棚の維持管理を行う。 

 

1.3 原子炉冷却系統施設 

原子炉冷却系統施設は、廃止措置期間中に空冷を必要としないため、維持すべき施設・設備

に該当しない。 

 

1.4 放射性廃棄物の廃棄施設 

放射性廃棄物の廃棄施設は、管理区域内における汚染拡大を防止し、気体状、液体状及び

固体状の放射性物質の環境への放出を抑制するために必要である。したがって、表７－１に示

すとおり、気体廃棄物の廃棄設備、液体廃棄物の廃棄設備及び固体廃棄物の廃棄設備の維持

管理を行う。 

 

1.5 放射線管理施設 

放射線管理施設は、炉室建家等内外の放射線監視、環境への放射性物質の放出管理及び

管理区域内作業に係る放射線業務従事者の被ばく管理を行うために必要である。したがって、

表７－１に示すとおり、放射線管理施設の維持管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

選定された具体的な性能維持

施設の明確化 

 

 

性能維持についての記載の明

確化 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設区分ごとの性能維持施設

の選定理由の明確化（1.1～

1.7） 

（添付書類六の内容を追記） 
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  補 正 前 補 正 後 備 考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八 核燃料物質の管理及び譲渡し 

１．核燃料物質の譲渡しの方針（省略） 

 

２．核燃料物質の譲渡しのための措置 

使用済燃料の国内の許可を有する事業者への引渡しに当たっては、以下の措置を実施す

る。 

(1) 核燃料物質の存在場所と種類、数量の確認 

使用済燃料は、ＦＣＡ施設の燃料貯蔵庫の燃料貯蔵棚又は濃縮ウラン収納容器に濃縮ウラン

金属燃料約-----kg、天然ウラン金属燃料約-----kg、劣化ウラン金属燃料約------kg、劣化ウ

ラン酸化物燃料約-----kgを貯蔵している。 

 

 

(2) 核燃料物質の貯蔵 

使用済燃料は、搬出までの間、燃料貯蔵庫の燃料貯蔵棚又は濃縮ウラン収納容器に貯蔵す

る。 

 

(3) 核燃料物質の搬出、輸送 

使用済燃料は、輸送容器に収納のうえ、2026年度までに搬出する予定である。使用済燃料の

搬出及び輸送に当たっては、保安規定等に従った措置を講ずる。 

 

(4) 核燃料物質の譲渡し先の選定 

使用済燃料の引渡し先は、国内の許可を有する事業者とする。 

 

九 核燃料物質による汚染の除去（省略） 

 

十 核燃料物質等の廃棄（省略） 

 

十一 廃止措置の工程（省略） 

 

十二 廃止措置に係るマネジメントシステム（省略） 

 

表４－１～表11－１（省略） 

 

図４－１～図10－２（省略） 

1.6 原子炉格納施設 

原子炉格納施設である炉室建家は、解体工事等における炉室建家外への放射性物質の漏え

いを防止するための障壁及び放射線遮蔽として必要である。したがって、表７－１に示すとおり、

炉室建家の維持管理を行う。 

 

1.7 その他の附属施設 

消火設備及び照明設備は、廃止措置期間中の火災報知及び消火並びに避難用の照明確保

のために必要である。したがって、表７－１に示すとおり、消火設備及び照明設備の維持管理を

行う。 

 

八 核燃料物質の管理及び譲渡し 

１．核燃料物質の譲渡しの方針（変更なし） 

 

２．核燃料物質の譲渡しのための措置 

使用済燃料の国内の許可を有する事業者への引渡しに当たっては、以下の措置を実施す

る。 

(1) 核燃料物質の存在場所と種類、数量の確認 

使用済燃料は、ＦＣＡ施設の燃料貯蔵庫の燃料貯蔵棚又は濃縮ウラン収納容器に濃縮ウラン

金属燃料（濃縮度約19.9％）約-------kg（18,870体）、天然ウラン金属燃料（濃縮度約0.7％）約

------kg（28,708体）、劣化ウラン金属燃料（濃縮度約0.2％）約------kg（7,100体）、劣化ウラン

酸化物燃料（濃縮度約0.2％）約-----kg（55,009体）を貯蔵している。 

 

(2) 核燃料物質の貯蔵 

使用済燃料は、搬出までの間、燃料貯蔵庫の燃料貯蔵棚又は濃縮ウラン収納容器に貯蔵す

る。 

 

(3) 核燃料物質の搬出、輸送 

使用済燃料は、輸送容器に収納のうえ、2026年度までに搬出する予定である。使用済燃料の

搬出及び輸送に当たっては、保安規定等に従った措置を講ずる。 

 

(4) 核燃料物質の譲渡し先の選定 

使用済燃料の引渡し先は、国内の許可を有する事業者とする。 

 

九 核燃料物質による汚染の除去（変更なし） 

 

十 核燃料物質等の廃棄（変更なし） 

 

十一 廃止措置の工程（変更なし） 

 

十二 廃止措置に係るマネジメントシステム（変更なし） 

 

表４－１～表11－１（変更なし） 

 

図４－１～図10－２（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料の数量及び濃縮

度について追記 
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  補 正 前 補 正 後 備 考 
添付書類一 

既に使用済燃料を試験研究用等原子炉の炉心から取り出していることを明らかにする資料（省

略） 

 

添付書類二 

廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図（省略） 

 

添付書類三 

廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書（省略） 

 

添付書類四 

廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があった場合に発生することが想定さ

れる事故の種類、程度、影響等に関する説明書（省略） 

 

添付書類五 

核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書（省略） 

 

添付書類六 

性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書 

 

１．性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間 

廃止措置期間中に性能を維持すべき施設・設備については、原子炉施設外への放射性物質

の放出抑制、放射性廃棄物の処理処分及び放射線業務従事者が受ける放射線被ばくの低減と

いった観点から決定し、保安規定に基づき、廃止措置の各過程に応じて要求される性能を維持

することとする。 

施設区分毎の維持管理は、以下のように実施する。また、廃止措置期間中に性能を維持すべ

き設備及びその性能並びにその性能を維持すべき期間は、本文 表７－１に示すとおりである。 

原子力科学研究所の原子炉施設の共通施設である放射性廃棄物処理場、並びに放射線管

理施設の屋外管理用の主要な設備のうちモニタリングポスト、モニタリングステーション装置、中

央監視装置及び環境放射線観測車は、廃止措置期間中維持管理し、ＦＣＡ施設の廃止措置終

了後も他の原子炉施設の共通施設として維持管理する。 

 

1.1 原子炉本体 

原子炉本体は、炉心から全ての使用済燃料が取出し済みであるため、維持すべき施設・設備

に該当しない。 

 

1.2 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設は、未臨界を維持し燃料を安全に貯蔵するために必要

である。したがって、本文 表７－１に示すとおり、燃料貯蔵庫、濃縮ウラン収納容器（低濃縮ウラ

ン）及び燃料貯蔵棚の維持管理を行う。 

 

1.3 原子炉冷却系統施設 

原子炉冷却系統施設は、廃止措置期間中に空冷を必要としないため、維持すべき施設・設備

に該当しない。 

 

1.4 放射性廃棄物の廃棄施設 

放射性廃棄物の廃棄施設は、管理区域内における汚染拡大を防止し、気体状、液体状及び

添付書類一 

既に使用済燃料を試験研究用等原子炉の炉心から取り出していることを明らかにする資料（変

更なし） 

 

添付書類二 

廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図（変更なし） 

 

添付書類三 

廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書（変更なし） 

 

添付書類四 

廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があった場合に発生することが想定さ

れる事故の種類、程度、影響等に関する説明書（変更なし） 

 

添付書類五 

核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書（変更なし） 

 

添付書類六 

性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書 

 

１．性能維持施設の維持管理 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

1.1 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の維持管理 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設である燃料貯蔵庫、濃縮ウラン収納容器（低濃縮ウラ

ン）及び燃料貯蔵棚は、本文 表７－１に示す期間、保安規定に基づく維持管理を行い、必要な

機能を維持する。 

 

（削る） 

 

 

 

1.2 放射性廃棄物の廃棄施設の維持管理 

放射性廃棄物の廃棄施設である気体廃棄物の廃棄設備、液体廃棄物の廃棄設備及び固体

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

本文六、七と重複した記載の

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能を維持すべき期間中の具

体的な維持管理内容について

追記及び記載の適正化並び

に項番号の繰り上げ（1.1～

1.4） 
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  補 正 前 補 正 後 備 考 
固体状の放射性物質の環境への放出を抑制するために必要である。したがって、本文 表７－１

に示すとおり、気体廃棄物の廃棄設備、液体廃棄物の廃棄設備及び固体廃棄物の廃棄設備の

維持管理を行う。 

 

1.5 放射線管理施設 

放射線管理施設は、炉室建家等内外の放射線監視、環境への放射性物質の放出管理及び

管理区域内作業に係る放射線業務従事者の被ばく管理を行うために必要である。したがって、

本文 表７－１に示すとおり、放射線管理施設の維持管理を行う。 

 

1.6 原子炉格納施設 

原子炉格納施設である炉室建家は、解体工事等における炉室建家外への放射性物質の漏え

いを防止するための障壁及び放射線遮蔽として必要である。したがって、本文 表７－１に示すと

おり、炉室建家の維持管理を行う。 

 

1.7 その他の附属施設 

1.1～1.6以外で、廃止措置期間中の施設の維持に必要なその他の附属施設（消火設備、照

明設備）についても、保安規定等に基づき本文 表７－１に示す期間、適切に維持管理を行う。 

 

1.8 検査・校正 

廃止措置期間中に性能を維持すべき設備及び廃止措置に伴い保安のために講じる措置に

用いる設備は、安全確保上必要な機能及び性能を必要な期間維持できるよう、適切な頻度で検

査・校正を行う。 

 

1.9 その他の安全対策 

1.9.1 管理区域の管理 

管理区域は、汚染の除去が終了し管理区域を解除するまでの間、保安規定に基づく管理とし

て区画、標識の設置、出入管理等を行う。 

 

1.9.2 周辺環境に放出される放射性物質の管理 

解体撤去中の原子炉施設から周辺環境に放出される放射性物質は、従来と同様に保安規定

に基づく管理を行う。保安規定に基づく管理として、放射性気体廃棄物については、気体廃棄

物の廃棄設備運転中連続して放射性物質の濃度測定を行い、放射性液体廃棄物についても、

放出の都度、放射性物質の濃度測定を行う。また、定期的に周辺監視区域の境界付近の空気

吸収線量率の測定を行う。 

 

1.9.3 核物質防護 

ＦＣＡ施設の使用済燃料は、燃料貯蔵庫の燃料貯蔵棚又は濃縮ウラン収納容器に貯蔵中で

あるため、出入管理等、必要な核物質防護措置を行う。 

 

1.9.4 臨界管理 

廃止措置期間中に貯蔵を継続する使用済燃料は、他施設に引き渡すまでの期間、その全量

をＦＣＡ施設の核燃料物質の貯蔵施設において貯蔵し、施設の運転段階と同様に保安規定に

基づく臨界管理（形状寸法管理及び質量管理）を継続する。なお、臨界管理を含めた燃料搬出

の詳細については、使用済燃料の引渡しを行う第２段階の前に、本廃止措置計画の変更認可申

請を行うことにより示すこととする。 

 

1.9.5 危険物（金属ナトリウム）の管理 

廃棄物の廃棄設備は、本文 表７－１に示す期間、保安規定に基づく維持管理を行い、必要な

機能を維持する。 

 

 

1.3 放射線管理施設の維持管理 

放射線管理施設である室内モニタ、ガンマ線エリアモニタ、放射線サーベイ設備及び排気ダ

ストモニタは、本文 表７－１に示す期間、保安規定に基づく維持管理を行い、必要な機能を維

持する。 

 

1.4 原子炉格納施設の維持管理 

原子炉格納施設である炉室建家は、本文 表７－１に示す期間、保安規定に基づく維持管理

を行い、必要な機能を維持する。 

 

 

1.5 その他の附属施設の維持管理 

1.1～1.4以外で、廃止措置期間中の施設の維持に必要なその他の附属施設（消火設備、照

明設備）についても、保安規定等に基づき本文 表７－１に示す期間、適切に維持管理を行う。 

 

1.6 検査・校正 

廃止措置期間中に性能を維持すべき設備及び廃止措置に伴い保安のために講じる措置に

用いる設備は、安全確保上必要な機能及び性能を必要な期間維持できるよう、適切な頻度で検

査・校正を行う。 

 

1.7 その他の安全対策 

1.7.1 管理区域の管理 

管理区域は、汚染の除去が終了し管理区域を解除するまでの間、保安規定に基づく管理とし

て区画、標識の設置、出入管理等を行う。 

 

1.7.2 周辺環境に放出される放射性物質の管理 

解体撤去中の原子炉施設から周辺環境に放出される放射性物質は、従来と同様に保安規定

に基づく管理を行う。保安規定に基づく管理として、放射性気体廃棄物については、気体廃棄

物の廃棄設備運転中連続して放射性物質の濃度測定を行い、放射性液体廃棄物についても、

放出の都度、放射性物質の濃度測定を行う。また、定期的に周辺監視区域の境界付近の空気

吸収線量率の測定を行う。 

 

1.7.3 核物質防護 

ＦＣＡ施設の使用済燃料は、燃料貯蔵庫の燃料貯蔵棚又は濃縮ウラン収納容器に貯蔵中であ

るため、出入管理等、必要な核物質防護措置を行う。 

 

1.7.4 臨界管理 

廃止措置期間中に貯蔵を継続する使用済燃料は、他施設に引き渡すまでの期間、その全量を

ＦＣＡ施設の核燃料物質の貯蔵施設において貯蔵し、施設の運転段階と同様に保安規定に基

づく臨界管理（形状寸法管理及び質量管理）を継続する。なお、臨界管理を含めた燃料搬出の

詳細については、使用済燃料の引渡しを行う第２段階の前に、本廃止措置計画の変更認可申

請を行うことにより示すこととする。 

 

1.7.5 危険物（金属ナトリウム）の管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化及び項番号の

繰り上げ 

 

 

項番号の繰り上げ 

 

 

 

 

項番号の繰り上げ 

 

 

 

 

項番号の繰り上げ 

 

 

 

 

 

 

項番号の繰り上げ 

 

 

 

項番号の繰り上げ 

 

 

 

 

 

 

項番号の繰り上げ 
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  補 正 前 補 正 後 備 考 
廃止措置期間中に保管を継続するステンレス被覆ナトリウムは、搬出するまでの期間、禁水管

理する炉室内の専用鋼製キャビネットにおいて保管し、施設の運転段階と同様に保安規定等に

基づく管理を継続する。なお、工事期間中又は搬出時のナトリウム管理方法については、第１段

階に係る炉室内設備の解体撤去工事に着手する前又は搬出する前に、本廃止措置計画の変

更認可申請を行うことにより示すこととする。 

 

1.9.6 火災の防護設備の維持管理 

保安規定等に基づき、消火器、自動火災報知設備等の火災の防護設備の維持管理を行う。 

 

添付書類七 

廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関する説明書 

 

１．廃止措置に要する費用（省略） 

 

２．資金調達計画（省略） 

 

表７－１ 廃止措置に要する費用の見積り額 

単位：億円 

施設解体費 廃棄物処理処分費 合計※ 

約5.7 約13 約19 

※ 端数処理により、「施設解体費」と「廃棄物処理処分費」の合計と「合計」の記載は一致しない

場合がある。 

 

 

 

添付書類八 

廃止措置の実施体制に関する説明書（省略） 

 

添付書類九 

廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書（省略） 

廃止措置期間中に保管を継続するステンレス被覆ナトリウムは、搬出するまでの期間、禁水管

理する炉室内の専用鋼製キャビネットにおいて保管し、施設の運転段階と同様に保安規定等に

基づく管理を継続する。なお、工事期間中又は搬出時のナトリウム管理方法については、第１段

階に係る炉室内設備の解体撤去工事に着手する前又は搬出する前に、本廃止措置計画の変

更認可申請を行うことにより示すこととする。 

 

1.7.6 火災の防護設備の維持管理 

保安規定等に基づき、消火器、自動火災報知設備等の火災の防護設備の維持管理を行う。 

 

添付書類七 

廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関する説明書 

 

１．廃止措置に要する費用（変更なし） 

 

２．資金調達計画（変更なし） 

 

表７－１ 廃止措置に要する費用の見積り額 

単位：億円 

施設解体費 廃棄物処理処分費 合計※1 

約5.7 約13※2 約19 

※１ 端数処理により、「施設解体費」と「廃棄物処理処分費」の合計と「合計」の記載は一致しな

い場合がある。 

※２ 廃棄物処理処分費の内訳は、廃棄体の製作費が約7.7億円、埋設処分場までの輸送費が

約3.0億円、埋設処分費が約2.7億円である。 

 

添付書類八 

廃止措置の実施体制に関する説明書（変更なし） 

 

添付書類九 

廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

項番号の繰り上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

記載の適正化 

 

記載の適正化 

 

廃棄物処理処分費の内訳に

ついて追記 

 
 


	  補　正　前
	  補　正　前
	  補　正　前
	  補　正　前

